
〔所管省庁名：　文部科学省〕

１．名称 著作権に係る登録

２．根拠法令 著作権法（第７５条～第７７条、第８８条、第１０４条）

３．実施主体 文化庁

４．従事者数 １名（他の業務と兼務）

５．予算額 著作権等に関する登録に係る予算は措置されていない

６．事業の内容 申請書及び添付資料を審査した後、著作権登録原簿に記載する。

７．民間移管の
　　具体的内容

プログラムの著作物については、その特殊性から指定登録機関（財団法人ソフトウェア
情報センター）が事務を行っている。

８．更なる民間開放
　　についての見解

別添１「著作権等に関する登録制度の概要」参照
別添２「民間開放に関する考え方」参照

官業民営化等ＷＧヒアリング調査票（登録等に係る業務）



著作権等に関する登録制度の概要

著作権に関する事実関係の公示や，著作権が移転した場合の取引の安全の確保等のために，著
作権法では次のような登録制度が定められている｡

登録の種類 登録の内容及びその効果 申請できる者

実名の登録 無名又は変名で公表された著作物の著作者はその実名 ・無名又は変名
(法第75条) （本名）の登録を受けることができる。 で公表した著

作物の著作者
［効果］登録を受けた者が，当該著作物の著作者と推定
される。その結果，著作権の保護期間が公表後50年間 ・著作者が遺言
から実名で公表された著作物と同じように著作者の死 で指定する者
後50年間となる。

第一発行年月 著作権者又は無名若しくは変名で公表された著作物の ・著作権者
日等の登録 発行者は，当該著作物が最初に発行され又は公表された
(法第76条) 年月日の登録を受けることができる。 ・無名又は変名

の著作物の発
［効果］反証がない限り，登録されている日に当該著作 行者
物が第一発行又は第一公表されたものと推定される。

創作年月日の プログラムの著作物の著作者は，当該プログラムの著 ・著作者
登録 作物が創作された年月日の登録を受けることができる。
(法第76条の
２) ［効果］反証がない限り，登録されている日に当該プロ

グラムの著作物が創作されたものと推定される。

著作権・著作 著作権若しくは著作隣接権の譲渡等，又は著作権若し ・登録権利者及
隣接権の移転 くは著作隣接権を目的とする質権の設定等があった場 び登録義務者
等の登録 合，登録権利者及び登録義務者は著作権又は著作隣接権 (原則として共
(法第77条) の登録を受けることができる。 同申請だが，
（法第104条） 登録権利者の

［効果］権利の変動に関して，登録することにより第三 単独申請も可)
者に対抗することができる。

出版権の設定 出版権の設定，移転等，又は出版権を目的とする質権 ・登録権利者及
等の登録 の設定等があった場合，登録権利者及び登録義務者は出 び登録義務者
(法第88条) 版権の登録を受けることができる。 (原則として共

同申請だが，
［効果］権利の変動に関して，登録することにより第三 登録権利者の
者に対抗することができる。 単独申請も可)
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著作権登録に関する事務手続き 
 
 
 

     
   インターネットによる 

  登録状況の検索 

 

 

                                    不備がある場合 

 

必要な書類が整っているか 

記入漏れはないか 等 

 

 

 

                           文書接受処理 

                           受付簿作成 

 

 

 

                           令２３条（却下）に該当しないか 

 

 

 

             登 録              却 下 
 

 

 

 

   

 

申請者（事前相談） 

申請書の提出（持参・郵送） 

原義書起案・決裁 

審   査 
 

受付け処理 

申請書の確認 

受付簿に通知年月日を記載 

登録免許税の還付手続き 

申請者への通知 

登録原簿の作成 

検索用データ作成 
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民間開放に関する考え方

， 「 」 ，著作権等の登録については 別紙 年度別登録申請件数の推移 の実績から

今後，登録件数が増大すると考えることはできないが，仮に登録件数が年間数

万件に増大し，登録事務の実施を希望する民間事業者が現れれば，プログラム

の著作物に係る登録と同様に民間に開放しても構わないと考える。

別添２
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